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日本沿岸域学会論文集 9 .pp.17 -25 1997年3月
(Jour. Japanese Assoc. Coastal Zone Studies) 

19ω年以降の日本の自然海岸の改変の統計学的分析

Statistical Analysis olArtificial Modification 01 Natural Coastline in lap皿 Since1悦治

敷田麻実' 小荒井衛 H

Asami SHIKIDA Mamoru KOARAI 

The ratio of artificial to natural coast is considered 10 be an important index for the study of coastal zone 

management from an environmental point of view. The amount of natural coast can be used as an index showing 

the d田truc別onof natural environment in the coastal zone as well. ln Japan， however， the ratio of artificial 10 

na加ralcoastline has been examined only in th陀enational co苗凶 environmentinvestigation p叫ectsconducted 

beginning in 1978 by the Environmental Agency of Japan. The authors used the national coastal statislics 

published every year by the Mini錦町 ofConslruction to analyze the degree of modification of the Japanese 

natural 印刷 statistically.The resu1ts show that artificial modi日cationof the Japanese co副 hasprogressed since 

the period of high economic development in Japan in the 1960' s. The ratio of副 1日cial10岡 山間1co田tline

continued 10 decrease from 78% in 1960 to 55% in 1993. The history of the artificial modi日cationof the 

coastline falls roughly into two phases. The first phase began in 1960 and is cha悶cterizedby the rapid decrease 

in natural co苗Iline.The second phase began in 1.980 and shows a substantialloss of natural印国tlinein朗 area

designated by the Coastal Protection Law ぉ needingprotection 

Keywords: natural coastline， arti日cialcoastline， coastal zone， the Coastal Protection Law 

1.はじめに

沿岸按管理では、沿岸域利用者聞の調整も重要

な課題であるが、沿岸域の環境容量に限界がある

現状では、沿岸域環境の保全を図りながら賢明な

利用を進めるアプローチが期待されている。その

ため沿摩域環境の把握やモニタリングは、重要な

課題である。こうした沿岸域環境の状態を示すに

は、水質ヤ生物 生態調査などの自然科学的な指

標を利用するが、沿岸域内改変の状況を示す指標

* 正会且 石川県水産課
干920石川県金沢市広坂2-1-1

.. 正会員 環境庁自快保護局
〒i曲東京都千代回巨置ヶ間1-2-2

とLて、特に自然海岸の改変や海岸線の人工化の

割合もまた多く引用 利用されている刷、

日本囲内では戦後、産業的利用による海岸線の

人工化や防災 侵食対策ための海岸保全施設の増

加が沿岸域を大きく改変した。その結果、現在の

日本の海岸は至るところに消波瞳やコンクリート

護岸の人工構造物が並び、埋立地や突堤が海に突

き出す風景が普通である。さらに干潟や自然海岸

の消長が動植物の生息場所を破壊した例は、瀬戸

内海のカプトガニの減少の例など数多い~こう

した指摘は、沿岸域管理を環境問から議論する報

告や研究でよく認められる附叫
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また埋立などによる沿岸域、特にi主海部分の改

変は、海岸線の改変を伴うことがほとんどなので、

海岸線の状況は沿岸域の利用度合いを示すと考え

ることができる。改変の程度や手法は、 その固の

沿岸域の利用や保全に対する考え方を示すものと

考えられ、沿岸域管理計画の量定には重要な資料

となると思われる。

しかしこれまでの議論では、重要な指標となる

全国の海岸線に占める自然海岸の割合は、環境庁

が行った自然環境保全基礎調査「海岸調査J(調

査基準が一定のものは過去3回、おおむね5年ご

とに実施。以下「海岸調査Jとする。)で公表さ

れたデ タで判断する以外には、適当な判断材料

がなかった。そのため圏内では、自然海岸改変の

年ごとの変化が追跡できていなかった。

そこで本研究では、公開されている建設省の海

岸統計を利用し、環境庁の海岸調査が来実胞の年

の自然海岸の割合を推定し、海岸線の変化をより

詳細に経年的に把握することで、未解明であった

19曲年以降の沿岸域の変化、特に白蛇海岸の改変

を分析することを目的とした。

2 研究の方法

本研究に利用したデータは、環境庁が珪表して

いる海岸調査の結果のうち、調査基準が一定であ

る第2回 (1978年度、昭和53年度実施)、第3回

(1984年度、昭和59年度実施)、第4回 (1993年度、

平成5年度実施)の調査データである酬。この海

岸調査は、調査時点で入手できる最新の地形図の

形状から海岸の種類を判別 分類しているので、

海岸の実際の状態をよく反映していると考えられ

ている。また海岸統計のデータは、建設省河川局

が1961年(昭和36年)以降、毎年公表Lている

「海岸統計」を用いた。

まず環境庁の調査に対応する実施年の海岸統計

のデータを都道府県ごとに比較し、両調査の整合

敷図小荒井

度合いを検討した。そしてその結果から、海岸統

計で公表されている196(年のデータから最近のデ

ータまでを用いて、日本国内(全国)の海岸線の

自然海岸の経年変化を求めた。

環境庁の調査は、実施年に入手できる最も新し

い地形図から自然海岸長を算出しているので、環

境庁の調査実施年の直前の海岸統計を採用した

(たとえば、昭和53年度の海岸調査に対しては、

昭和53年3月引日現在で集計した昭和52年度の海

岸統計を利用した。)。

なお海岸統計は図 lのように海岸を分類してお

り、これを利用Lて自然海岸町長さを求的た。そ

して自然海岸町距離 (r推定自然海岸延長」、以下
同じ。)を推定する計算は、式①に従った。

また、人工的な構造物が設置されていないと考

えられる海岸は、環境庁の海岸調査では「自然海

岸j、建設省の海岸統計では、 その他の海岸線延

長に含まれる 「天然海岸Jと要保全海岸のうちの

海岸保全施設が設置されていない海岸の合計であ

式① 推定自然海岸延長の算出式

匪~!I!¥!fjjll'm*1腕岸線延長(純計、重檀分 -
E亙王室亙亙司 l't(7)1&互歪亙歪霊童
幅岸保全施設の有期延長{軍種区聞を除く)1+

灰然海岸延畏(その他の海岸輔延長の一部)I 

梅 F手 線 延 f受

要保全海岸延長 その他の海岸線延長

t笹崎正保全区域延畏 :要指定延畏ヌi保}鉄l道j飛そ

然:安;道l路:行:の

海岸保全施政:海岸保全廊鍛 海林!j:tt渇他

の有効延長 の世置されて 帰! 降舟;

;し、ないi嘩惜の

l延長

図l建設省の海岸統計による海岸の分類

(注}ただしf湯治保全地位の設置されていない海員長jI!筆者の仮紘
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るが.本研究ではそのような海岸を「自然海岸」

と総称した。そして、こう lJ;海岸の長さの合計

を式¢の「推定自然海単延長」と L、海岸線延長

に占める推定自然海停延長の割合を 「推定自然海

岸率Jと定義した。

a結畢
(1 )推定自然増岸串の全国レベルの推移

環境庁の第4回海岸調査 (1993年度調査データ)

の都道府県別の自然海岸率と、それに対応する海

岸統計から推定した都道府県こ.との推定自然海岸

率は、図2に示すよう に高〈相関した (r1=O.81，

dJ.=37， F=159.1， P<O.OI)。またWilcox叩の符号付き

順位検定を試みたが、 有意な差は見いだせなかっ

たロ実際の延長距離の比較でも、高い相聞が認め

られた (，'=0.98，dJ.=37， F=2.172.3， P<O.oll。これ

らの結果から、両調査の精度は、はほ同じである

と考えられる。

そして、ほかの2田町海摩調査でも、同様な関

係が確かめられた。また全国合計では、環境庁の

海岸欄査と海岸統計からの推定値の差は、それぞ
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図2環境庁の海岸悶査の自然海岸率と海岸統
計から推定した推定自然海岸率の都道府

県別比較
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れ0.6%(1978年1)1')、2.1%(19制年度)、 0.5%(1993年

1)1' )とわずかであった。さらに海岸統計で 「保安

林J. rその他」などに分類されている「その他
の海岸線延長Jに古まれる自然海岸に近い状態の

海岸を厳曹に考慮すれば、 一致の度合いは、より

高くなると考えられる。

そこで前述した計算式により、建設省が公表L

ている19回年以降の海岸統計のデ タから、毎年

の推定自然海岸延長を算出し、全国の海岸線延長

に占めるその比率である推定自仕海岸率を求めた

(図3)。 この図からわかるように、日本の推定自

世海律事は海岸統計が始まった19剖年には78%で

あったが、 19同年代に急激に滅世し、 またその後

もゆるやかではあるが毎年減少し続け、1993If-に

は55%にまで下がっている。この傾向は過去3回

の環境庁の海俸調査の傾向と よく一致するロ環境

庁の調査でも最近の調査ほど自然海岸の割合が減

少している (表 1)ω 

(2)都道府県別の海岸の状況

環境庁の海岸繭査のデータを用いて、 都道府県

別の人工海岸率を、それぞれの人口と比較すると、

人口の多い都市部ほど人工海岸率が高い傾向があ

ることがわかる(図4)。 東京や大阪では人工海岸

"1 

1∞ 

r1¥ 
l ~ ~~一・
剛，.，岨 1輔岨 L・7・3・"刑判 1・7・3醐 l腿 l倒閣醐醐棚• 
国319回年以降の日本圏内の推定自然海岸率
の推移
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表 l過去の日本の海岸町自供状態の変化

(1)占有率ベース(全国)

(単世‘}

1978年 1984年 1993年

白熱梅津 59.0 56. 7 55.2 

半白熱海舟 13.5 13.9 13.6 

人工海岸 26. 7 28.6 30.4 

河口部 O. B O.B O. B 

( 2 )延長距離ベース (全国)
(単也 k・}

1978年 1984年 1993年
自然海舟 18.967.2 18，402. 1 18，109.2 

半自然海岸 4，340‘4 4，511.4 4，470.0 
人工海岸 B，599.0 9，294.5 9，974. 1 
阿口部 263. 7 263. 8 264.0 

合計 32.170.3 32，471. 8 32，817.3 

(世)環与を庁の自然環境保全基礎調査「梅賄調査J(1993年度
実施から)作製'"
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図4都道府県別の人工海岸と人口の関係
(法1)人工海岸当事は環境庁の自然環境保全基礎網査
「海岸欄査J(J993年度実施)聞から作成した。
ただL.沖縄県以外lil・-拠部分を含まない.

{注2)人口は1993年3月のデータ。

率がl佃%に近いし、首都閣のほかの県も人工海

岸事は高い。しかしそれ以外の地域でも、広島や

熊本、宮山県など人工海岸率が曲%を瞳えている

県も目立つ。

敷田小荒井

(3)省庁別の海岸植の変化

海岸統計は、都道府県別の海岸の性質別統計に

加え、海岸を管轄する省庁別にも集計されている。

海岸を管轄するのは、港湾を管轄する運輸省、漁

港を菅鞘する水産庁、昆林海岸を持つ農林水産省

(情造改善局)、そしてそれ以外的海岸を菅帽する

建設省である。海岸線は4省庁のいずれかの管理

下に置かれている。

管理者別の海岸の変化をみると、建設省の海岸

線は1971年から1974年にかけての増加(1971-72年

は沖縄復帰のため、 1973-74年は集計方法の変更

によるらしい。以上、建設省河川局海岸室佐藤氏

私信}以外一定なのに対し、運輸省が約1.5倍、水

産庁が約1.21音に延びている(図 5-(1))。一方、海

岸保全施股有効延長は、運輸省約約2.5倍、建設

省が約2.1倍に大きく伸びている(図5・(2))。その

他の海岸線延長の人工化をみると、運輸省が約

2.5倍、水産庁が約1.5倍に拡大した。このような

管理者別の海岸の人工化を見ると(図5-(3))、特に

運輸省所管町人工海岸部分の延びが著しいことが

わかる。

4 考事

沿岸域のなかでも、海域と陸域が接する海岸は、

生態学的にも地形的にも特徴がある場所である。

また海岸は陸域から海蛾へアクセスする場合に通

過する場所でもある。そのため海岸線の状況によ

ってはアクセスが制限されたり、海域の利用に制

限が加えられたりするので、沿岸域を利用する漁

業者や沿持集落の住民にとっては、海岸の状態が

重要な意味を持つ。

もともと日本の沿岸械の海岸線は、江戸時代に

起源を持つクロマツ林と砂浜町組み合わさった

「白砂菅松」という雷薫に代表される美しい自然

海岸であった"州~ この白砂青松は、白い砂浜と

松林が連なる美しい浜辺の景色であり、日本人の
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(2 )海岸管理者別海津保全総腔有効延長の推移

13)海岸管理者別に見たその他の海岸線延長中の人士海

岸節分の延長の推移

(桂川人工海岸部分の延長は、天然海岸を除いたその他の海岸線延長の合計である。
(桂2)農林海岸は聖化率の関係で表配していない。

図5海岸管理者別(省庁別)の海岸線の推移(基準となる年を1曲とした表示)

理想とする海浜風景である。「浦島太郎」ゃ「羽

衣jなどの御伽草子は、明治時代に国語の教科書

や唱歌に取り上げられたので大部分の日本人が知

っているがtべこれらの民話の舞台はいずれも

「白砂青松Jの自然海岸である。

近年でもこの傾向は変わらず、日本人の理想と

する海岸は白砂青松の自然海岸である。総理府が

1994年に行った調査によれば、回答者3，457人のう

ちの61.5%が海辺のイメージを「白砂青怯の自然

のままの海岸Jと答えていて、現代の日本人がイ

メージする海岸は依然として、自然のままの、人

聞が手を加えた形跡がほとんどない海岸であるこ
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とが示されている円実際、日本の海岸線は長い

聞このような白砂青訟の自然海岸であった。もち

ろん人の手が加わったクロマツ林のような r2次

的自然Jも多いが、それも人間よる適度な撹乱の

範闘であれば、自然海岸と総称できょう。

しかし戦後、沿岸戚の改変によって、こう した

自然海岸の多くが失われている。環境庁の行った

1993年度の海岸関査では、全国の海岸線総延長

32，817kmのうち自然海岸は18，1凹加であり、海時

線全体の55.2%である(表 1)。それ以外の海岸線

は、人工構造物がある人工海岸か半自快海岸であ

る。このような変化がどの時期に起こったかを追

跡することは、沿岸威改変の歴史的な把僅と、環

境に配慮した沿岸峨管理の実現のために重要であ

る。本研究の結果から、環境庁の海岸調査と建設

省の海岸統計との関係が確かめられたことで、建

設省の海岸統計データを用いて全国各地の自然海

岸の毎年の減少を追跡できる可能性が明らかにな

った。

前述したように、日本囲内の自然海岸は19副年

代に急激に減少し、その陸も依扶として減少を続

けている(図3)。忽激に減少した時期は日本の

高度経済成長期であり、臨海工業地帯の造成や企

聾立地が盛んに行われた。これは主に工業用地造

成のための埋立が原因であると考えられている叫

帯二次世界大戦後 (1945年)から昭和53年

(1978年)までのお年間lに113，4醐，.の海面が埋立

られたが町、埋立が急激に鉱大したのは戦後の高

度経済成長期である。特に昭和30年代から昭和50

年 (1955年から1975年)の聞にそれは集中Lてい

た。若林は昭和20年から昭和50年 (1945年から

1975年)までの30年間に埋立られた面積が約

120，αXJhaであったことを述設省と運輸省の資料か

ら推定した九また漁聾センサスによれば、埋立

面積の累計は1963年から 1988年までに全国で

62，()(珂haにのぼる。そしてそのピークは1963年か

敷園小荒井

ら1967年の問であるへ

環境庁の海岸捌査の結果によれば、 1984年から

1993年までに噌加した人工海岸679.5kmの内訳は、

鹿立海岸が598.4kmと、そのほとんどを占めてい

たヘ つまり、海面埋立が自然海岸の減少に影響

したと考えると、海面埋立の拡大が著しかった

19曲年から1973年までの聞に推定自然海岸率の大

幅な減少が認められた本研究の結果と一致する。

次に、 19601f-以降の海岸線の性質別の延長を図

6に示した。建設省の海岸統計では、自然海岸の

減少は海岸保全施設の有効延長の増加に、その他

の海岸線延長町中の 「天然海岸」の減少が加わっ

たもので表される。海岸の人工化による影響はこ

のどちらかに分航されているので、海岸線の性質

別の延長の変化を見れば、海岸線の改変の歴史的

な変化を知るニとができる。

まず図6からわかるように、海岸保全施設は

lヲ凶年代にその施設延長が拡大した。 1970年代か

ら同四年代にかけても増加は続いたが、 その伸長
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図619叩年以降の日本の海岸の改変の推移

{沖縄県を含む)



19回年以降の日本の自然海岸の改変の統計学的分桁

率はゆるやかに減少している。また要保全海岸延

長は円曲年以来増加してきたが、 19回年以降ほほ

一定の長さで推移している。その他の海岸線延長

に古まれる天然海岸は、円60年代前半の急激な減

少のあとは沖縄の加入 (昭和47年，1972年)などに

よる延び以外には目立つた変化はない。

こうした傾向をまとめると、 19回年以降の園内

の海岸線の変化は大きく 2つの時期に分けること

ができる。まず第l期1;119同年代から19801手まで

である。この時期には、要保全海岸内の推定自然

海岸延長に大きな変化は認められないが、天然海

岸 (その他の海岸線延長の一部)が減少した。

同期間には港湾や漁港区法内で港湾 漁港開尭

が進み、埋立がきかんであった'"。 それを示すよ

うに、その他の海岸線延長に古まれる人工海岸が

拡大している。港湾や漁港の造成事章は、港湾法

に基づき股定した港湾区娘、または漁港法に基づ

き設定した漁港区域的中で行われる。その区践は

海岸法に基づく要保全区域と重なって、あるいは

一部重なって股定される。しかし新たな港を造成

する場合には、その他の海岸線の区域内に港湾区

域や漁港区域が股定されることが普通である。そ

の後で海岸保全区域がそれぞれの区域内に、また

は一部はみ出して般定されることもあるが、港湾

や漁港町岸壁物揚場護岸用地など、港湾や

漁港町本来の施政がそのまま海岸保全区践に指定

されることはあまりない。一般的にはこうした仕

組みで、その他の海岸線延長のヮちの天扶海岸が

減少したものと思われる。この傾向は運輸省の菅

絡する海岸で著L(、1961年から1980年までの、

その他の海岸線延長の人工海岸部分の増加約

2，3凹kmのうち、運輸省管轄海岸が占める割合は

曲%に近い(図5)。

結局1980年頃までは、その他の海岸線延長の中

の人工海岸部分が増加し、逆に天世海岸は減少し

た。しかしその他の海岸線延長、それ自体の長さ
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は沖縄県分の増加などを除けばはとんど変化せ

ず、埋立などによって要保全区域以外の海岸で人

工化が進んだと考えられる。

次に1980年を境と して傾向が変わるので、この

時期以降を第2期と考えることができる。この期

間にはその他の海岸線延長の人工海岸部分は少L

ずつ増加し続けるが、その他の海岸線延長自体も、

それと同程度増加している。天然、海岸もわずかに

減歩しているが、これには海岸保全目的以外の人

工化の影響も加わっているからであると考えられ

る。逆に要保全海岸延長は同時期にほとんど変化

せず、海岸保全施設有効延長が増加した分だけ、

要保全海岸内の自快海律改変が進行した。

また自世海岸の消失度合い、つまり人工海岸の

柑加割合を地蟻別に見ると(図4)、人口が集中

する東京や大阪、霊知、神崇川のような太平洋側

の都市部で高い。 そして臨海開尭が盛んに行われ

た瀬戸内海沿岸でも人工海岸率が高い(例えば広

島県岡山県香川県大分県)。 しかし人口が

相対的に少なくても、内湾性の強いi年療を持つ県

や新産業都市に指定されて工業化が進んだ県(例

え11住賀県熊本県富山県)では高い人工海岸

率を示している。さらに都市部以外で人口の比較

的少ない地峨でも、農地の護岸や漁港町構築によ

って、干惣以上に改変が進んでいる。たとえば石

川県の七尾湾岸捜は人口集中地域ではないが、海

岸線の72.7%がコンクリ ートで覆われていて、残

っている自然海岸は、工事ができそうもない崖の

海岸だけという状況である叫 つまり自然海岸の

消央は全国各地で起こっている現象であ旬、それ

は人口集中度や工章立地度が低くても、さまざま

な要因により進行したと考えられる。

ところで環境庁内海岸関査要綱によれば、自然

海岸は 「海岸そのものが自怯状態に近いjと定義

されている。例えば、汀線に直角に存在する構造

物が1∞m以内に2個以上なければ自然海岸と判定
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することになっている。また突堤が存在しても、

その突提が汀線に接するところだけが人工海岸と

なるため、極端に言えば突堤の根元から少し離れ

れば、それは自然海岸になる。このように環境庁

が定義する自然海岸には、実際に現地に立った場

合に人が感ずる自然海岸本来のイメージ、白砂青

松がずっと続〈海岸とは、ずれがあると思われる。

つまり、環境庁の海岸潤査や本研究の海岸統計に

よる推定では、人工海岸にかなり近いものも吉ま

れる可能性が高い。そのため人の手が全く加わっ

ていない海岸が、ある程度の範囲に広がっている

場所を自快海岸と定義し直せば、実際の自然海岸

の延長はさらに短〈なると考えられる。逆に、環

境庁の海岸欄査では、人工構造物があっても汀線

が自然のままの海岸を「半自然海岸Jとしている

が、こうした海岸は自然度が強いと考えると、自

然海岸の距離はより長い可能性もある。

しかしこうした分析上の問題を考慮しても、 自

然海岸の滅世度合いをマクロ的に示すζとができ

る点で、海摩統計による推定自然海岸率算出は高

い価値がある。それは、海岸調査や海岸統計によ

って示された自快海岸の割合の減少が、現実に自

然海岸が央われたことを示しているからである。

本研究では、環境庁の海岸調査と海岸統計の都

道府県別データを比較し、その整合性から円剖年

以降の都道府県ごとの海岸線の変化を、海岸統計

を利用して追跡することが可能であることを示L

た。そして、 19ぜ拍年には78%であった自然海岸率

は19て均年代に急激に減少し、またその後も滅j;、を

し続けたので、 1993年には55%に減少した。この

事実は、身の回りの貴重な自然海岸が央われてい

る現実をあらためて確鼠させる。

また本研究の結」粧を利用して、地域ごとの変化

をみることで海倖線の変化に影響を与えた要因と

の関係を分析することも可能である。例え(工、瀬

戸内海では瀬戸内海環境保全特別措置法により、

敷図小荒井

埋立面積の鉱大が止まったとされているが、それ

が自然海岸円減少をどれくらい抑止したかについ

て、また埋立がどれくらい彫署していたかなどに

ついて綱査することも可能であろう。また、全国

の地峻別、都道府県別の比較もできる。

最後に、海岸統計の分析内容についてコメント

をいただいた燈股省河川局海岸室の住藤浩氏にお

礼申し上げます。また研究に有益な示唆とご指導

をいただし、た、金沢大学経済学部の平館道子教授、

佐々木雅幸教授に感謝します。
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